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権限移譲全般に関すること　　　　　　
Ｑ１　権限移譲により、大阪府から市町村消防本部に申請窓口が変わるが、市町村により運用が変わらないか。

Ａ１　法令の定める基準等に基づき事務が行われますので、基本的には市町村へ権限移譲後も運用に大きな差はないものと考えます。しかし、裁量事項については取り扱いが異なるケースもありますので、詳細は市町村へお問い合わせください。

Ｑ２　事故の報告も市町村に行うのか。

Ａ２　権限移譲後は、所管する市町村に報告願います。

Ｑ３　許認可や検査の申請に必要な書類は変わらないのか。

Ａ３　権限移譲後は市町村の判断になりますが、関係法令に基づいた手続きですので、大幅な変更はないと考えています。

Ｑ４　許認可や検査の申請に必要な手数料は変わらないのか。

Ａ４　市町村の条例により定められます。各自治体は「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」の定める金額を標準として手数料を定めることになっていますが、手数料の金額及び納付方法については、市町村へお問い合わせください。

Ｑ５　高圧ガス等の各施設について、権限移譲後は当該市町村が検査するのか。

Ａ５　そのとおりです。

Ｑ６　権限移譲後、立入検査は増えるのか。

Ａ６　立入検査は、事故災害の防止の観点から、権限ある行政機関の裁量に基づき実施するものです。実施に当たって、当該施設の取り扱う規制対象物質の種類や量、事故が起こった場合に周辺に及ぼす影響等を踏まえ、検査の頻度や方法等について決定されることになります。
Ｑ７　高圧ガスや火薬の保安団体の窓口は、大阪府から市町村に移るのか。

Ａ７　保安団体の指導や調整等は、当面、大阪府において実施しますが、権限移譲の進展に応じ、市町村が担う方がふさわしいものについては移行していきます。
Q ＆ A（よくある質問）








